
運用報告書（全体版）
第1₄期

（決算日 ₂01₅年 ₄ 月 ₆ 日）

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「山口・広島・福岡応援ファンド
（愛称：トリプルドリーム）」は、このたび、
第₁₄期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<3100>

山口・広島・福岡応援ファンド
（愛称：トリプルドリーム）★当ファンドの仕組みは次の通りです。

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 約 ₉ 年₁₁カ月間（₂₀₀₈年 ₅ 月 ₁ 日～₂₀₁₈年 ₄ 月 ₅ 日）

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象 東京証券取引所に上場している株式

運 用 方 法

①山口県・広島県・福岡県企業（株式公開企業
に限ります。）の株式に投資し、信託財産の成長
をめざして運用を行ないます。
②山口県企業とは、山口県内に本社を置いてい
る企業と、山口県に進出し雇用を創出している
企業（金融業を除きます。）とします。広島県企
業とは、広島県内に本社を置いている企業（金
融業を除きます。）とします。福岡県企業とは、
福岡県内に本社を置いている企業（金融業を除
きます。）とします。
③株式ポートフォリオの構築にあたっては、山
口県、広島県、福岡県との関連度、投資対象銘
柄の規模（山口県、広島県、福岡県に本社を置
いている企業については時価総額、山口県に進
出している企業については時価総額に一定の値
を乗じた額）、株式ポートフォリオにおける銘柄
分散、市場流動性、投資リスク等を考慮して組
入銘柄を選定し各銘柄の組入比率（上限を設け
る場合があります。）を決定します。
④信託財産の純資産総額の 2 割程度を上限に、
ＴＯＰＩＸ先物を買建てることができるものと
します。
⑤現物株式の時価総額と先物取引の建玉の時価
総額の投資比率の合計は、通常の状態で90％程
度以上に維持することを基本とします。
⑥株式以外の資産への投資は、原則として、信
託財産総額の50％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買
益（評価益を含みます。）等とし、原則として、
基準価額の水準等を勘案して分配金額を決定し
ます。ただし、分配対象額が少額の場合には、
分配を行なわないことがあります。

東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号
お問い合わせ先（コールセンター）
TEL 0 1 2 0 ― 1 0 6 2 1 2
　　　（営業日の 9：00～17：00）
h t t p : / /www . d a iw a－am . c o . j p /



山口・広島・福岡応援ファンド

■最近 ₅ 期の運用実績

決　　算　　期
基　　準　　価　　額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純 資 産
総 額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

₁₀期末（₂₀₁₃年 ₄ 月 ₅ 日） ₉, ₅₃₄ ₀ ₃₈. ₇ ₁, ₀₆₆. ₂₄ ₄₄. ₆ ₈₄. ₄ ₁₃. ₂ ₂₄₃ 
₁₁期末（₂₀₁₃年₁₀月 ₇ 日） ₁₀, ₄₈₀ ₃₀₀ ₁₃. ₁ ₁, ₁₄₇. ₅₈ ₇. ₆ ₈₅. ₁ ₁₂. ₈ ₁₈₀ 
₁₂期末（₂₀₁₄年 ₄ 月 ₇ 日） ₁₀, ₉₉₈ ₅₀ ₅. ₄ ₁, ₁₉₆. ₈₄ ₄. ₃ ₈₄. ₁ ₁₄. ₈ ₁₆₂ 
₁₃期末（₂₀₁₄年₁₀月 ₆ 日） ₁₁, ₆₃₅ ₂₀₀ ₇. ₆ ₁, ₂₉₆. ₄₀ ₈. ₃ ₈₅. ₅ ₁₃. ₄ ₁₅₄ 
₁₄期末（₂₀₁₅年 ₄ 月 ₆ 日） ₁₃, ₆₈₇ ₃₀₀ ₂₀. ₂ ₁, ₅₆₀. ₇₁ ₂₀. ₄ ₈₈. ₆ ₁₀. ₆ ₁₄₆ 

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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山口・広島・福岡応援ファンド

年　　月　　日
基 準 価 額 Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年₁₀月 ₆ 日 ₁₁, ₆₃₅ ― ₁, ₂₉₆. ₄₀ ― ₈₅. ₅ ₁₃. ₄

₁₀月末 ₁₁, ₇₃₉ ₀. ₉ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₂. ₉ ₈₄. ₅ ₁₃. ₆
₁₁月末 ₁₂, ₃₃₅ ₆. ₀ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₈. ₈ ₈₈. ₆ ₁₀. ₇
₁₂月末 ₁₂, ₆₆₅ ₈. ₉ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₈. ₆ ₉₀. ₆ ₈. ₈

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₂, ₉₉₄ ₁₁. ₇ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₉. ₂ ₈₉. ₇ ₈. ₇
₂ 月末 ₁₃, ₅₉₃ ₁₆. ₈ ₁, ₅₂₃. ₈₅ ₁₇. ₅ ₈₉. ₄ ₉. ₃
₃ 月末 ₁₃, ₈₆₇ ₁₉. ₂ ₁, ₅₄₃. ₁₁ ₁₉. ₀ ₈₈. ₇ ₁₀. ₄

（期末）₂₀₁₅年 ₄ 月 ₆ 日 ₁₃, ₉₈₇ ₂₀. ₂ ₁, ₅₆₀. ₇₁ ₂₀. ₄ ₈₈. ₆ ₁₀. ₆
（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₁, ₆₃₅円　期末：₁₃, ₆₈₇円（分配金₃₀₀円）　騰落率：₂₀. ₂％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

山口県・広島県・福岡県企業（山口県内・広島県内・福岡県内に本社を置いている企業と、山口県に進出し雇用を創出し
ている企業）に投資した結果、当ファンドのポートフォリオが上昇したことから、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、世界経済の先行き不透明感などからいったん下落したものの、日銀による予想外の追加金
融緩和やＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用比率引上げ決定、円安の大幅な進行などを受け
て、急速に反発し上昇しました。₁₂月以降は、原油価格急落によるロシア経済の不安やギリシャ情勢混迷によるユーロ安
などから下落する局面もありました。₂₀₁₅年 ₁ 月半ばからは、ＥＣＢ（欧州中央銀行）による量的金融緩和の決定や日米
景気の着実な回復、春闘でのベア高め妥結期待、良好な株式需給関係などを受けて、株価は上昇しました。

◆前期における「今後の運用方針」

株式組入比率については、高位を維持する方針です。ポートフォリオについては、山口県・広島県・福岡県企業の株式
に投資を行なっていく方針です。
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山口・広島・福岡応援ファンド

◆ポートフォリオについて
山口県内・広島県内・福岡県内に本社を置いている企業の株式に対しては、時価総額に応じた投資比率で、山口県に進出

し雇用を創出している企業の株式に対しては、時価総額と県内従業員数など山口県との関連度を考慮して銘柄を選定し、そ
れぞれの時価総額に応じた比率に一定の値を乗じた投資比率で組入れを行ないました。

株式組入比率（株式先物を含む。）は、期を通じておおむね₉₅～₁₀₀％程度を維持しました。
株式の業種別構成は、小売業や化学等の組入比率がＴＯＰＩＸに比べて高くなっております。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
当ファンドの基準価額と参考指数の対比では、参考指数の騰落率は₂₀. ₄％となりました。一方、当ファンドの騰落率は

₂₀. ₂％となりました。

（％）
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基準価額
ＴＯＰＩＸ

◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₃₀₀円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年₁₀月 ₇ 日
～₂₀₁₅年 ₄ 月 ₆ 日

当 期 分 配 金（ 税 込 み ）（円） ₃₀₀
対 基 準 価 額 比 率（％） ₂. ₁₄
当 期 の 収 益（円） ₃₀₀
当 期 の 収 益 以 外（円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（円） ₃, ₆₈₇
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。
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山口・広島・福岡応援ファンド

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₀₂. ₄₂円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₂, ₂₄₈. ₆₈
（ｃ）収 益 調 整 金 ₃₁. ₄₈
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁, ₆₀₄. ₆₈
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₃, ₉₈₇. ₂₆
（ｆ）分 配 金 ₃₀₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₃, ₆₈₇. ₂₆
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　当ファンドの運用方針に従い、山口県・広島県・福岡県企業に投資を行なう方針です。株式組入比率は高位（₉₀％程度以
上）を維持する方針です。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₁₀. ₇～₂₀₁₅. ₄. ₆）
金　額 比　率

信託報酬  ₆₇円 ₀. ₅₂₈％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₂, ₆₂₇円です。

（投信会社）  （₃₄）  （₀. ₂₆₉） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₂₉）  （₀. ₂₃₁） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₃）  （₀. ₀₂₇） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₄   ₀. ₀₃₁  売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₂）  （₀. ₀₁₂） 
（先物）  （₂）  （₀. ₀₁₉） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₃  その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₇₁   ₀. ₅₆₁  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。 
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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山口・広島・福岡応援ファンド

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年₁₀月 ₇ 日から₂₀₁₅年 ₄ 月 ₆ 日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
ファーストリテイリング ₀. ₁ ₄, ₆₂₄ ₄₆, ₂₄₁ 
コスモス薬品 ₀. ₁ ₁, ₉₀₁ ₁₉, ₀₁₉ 
東ソー ₃ ₁, ₈₉₄ ₆₃₁ 
ＴＯＴＯ ₁ ₁, ₇₁₇ ₁, ₇₁₇ 
山口フィナンシャルＧ ₁ ₁, ₄₂₇ ₁, ₄₂₇ 
九電工 ₁ ₁, ₃₂₁ ₁, ₃₂₁ 
イズミ ₀. ₃ ₁, ₃₀₆ ₄, ₃₅₄ 
安川電機 ₀. ₇ ₁, ₁₈₈ ₁, ₆₉₈ 
青山商事 ₀. ₃ ₁, ₁₈₄ ₃, ₉₄₇ 
中電工 ₀. ₃ ₆₉₆ ₂, ₃₂₁ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年₁₀月 ₇ 日から₂₀₁₅年 ₄ 月 ₆ 日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₂₈, ₀₃₂千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₁₄₀, ₃₄₀千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₀. ₁₉ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
（1）株　　　　式

（₂₀₁₄年₁₀月 ₇ 日から₂₀₁₅年 ₄ 月 ₆ 日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円
― ― ₂₅ ₂₈, ₀₃₂ 

（ ₀. ₇） （ ―） 
（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

（₂）先物取引の種類別取引状況
（₂₀₁₄年₁₀月 ₇ 日から₂₀₁₅年 ₄ 月 ₆ 日まで）

種　類　別 買　　　建 売　　　建
新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額

国
内

百万円 百万円 百万円 百万円
株式先物取引 ₂₉ ₃₈ ― ― 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。
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山口・広島・福岡応援ファンド

■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年₁₀月 ₇ 日から₂₀₁₅年 ₄ 月 ₆ 日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ― ― ― ₂₈ ₄ ₁₇. ₂ 

株式先物取引 ₂₉ ₂₉ ₁₀₀. ₀ ₃₈ ₃₈ ₁₀₀. ₀ 

コール・ローン ₂, ₁₄₄ ― ― ― ― ― 

（₂） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年₁₀月 ₇ 日から₂₀₁₅年 ₄ 月 ₆ 日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₄₇千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₃₆千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₇₆. ₅％ 

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券で
す。

■組入資産明細表
（1）国 内 株 式

（₂）先物取引の銘柄別期末残高（評価額）

銘 柄 別
当　　　期　　　末

買　建　額 売　建　額

国
内Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ

百万円 百万円 
15 ― 

（注）単位未満は切捨て。

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
鉱業（0． 3％）
　三井松島 ₄ ₃ ₃₈₄
建設業（₄． ₈％）
　ウエストホールディングス ₀. ₇ ₀. ₆ ₆₄₇
　若築建設 ₃ ₃ ₅₃₄
　西部電気工業 ₁ ₁ ₄₆₆
　中電工 ₁. ₇ ₁. ₄ ₃, ₂₀₆
　九電工 ₂ ₁ ₁, ₃₂₅
食料品（₄． ₆％）
　鳥越製粉 ₀. ₇ ₀. ₆ ₄₂₇
　コカ・コーラウエスト ₂. ₇ ₂. ₄ ₄, ₉₉₆
　ダイショー ₀. ₃ ₀. ₂ ₂₂₉
　アヲハタ ₀. ₂ ₀. ₂ ₃₇₀
繊維製品（0． ₉％）
　自重堂 ₁ ₁ ₁, ₂₀₀
パルプ・紙（0． 1％）
　日本製紙 ₀. ₂ ₀. ₁ ₁₈₂
化学（1₈． 1％）
　日産化学 ₀. ₂ ₀. ₂ ₄₈₄
　東ソー ₁₁ ₈ ₅, ₁₅₂
　トクヤマ ₉ ₈ ₂, ₁₈₄
　セントラル硝子 ₆ ₅ ₂, ₈₆₅
　戸田工業 ₂ ₁ ₄₁₃
　宇部興産 ₂₆ ₂₃ ₄, ₂₃₂
　ダイキョーニシカワ ₀. ₅ ₀. ₄ ₁, ₄₀₀
　中国塗料 ₂ ₂ ₂, ₁₅₂
　エフピコ ₁. ₁ ₁ ₄, ₆₄₅
石油・石炭製品（0． 3％）
　出光興産 ₀. ₂ ₀. ₂ ₄₁₉
ゴム製品（₄． 1％）
　ブリヂストン ₁ ₀. ₉ ₄, ₅₀₀
　西川ゴム工業 ₀. ₅ ₀. ₄ ₇₇₉
ガラス・土石製品（₄． ₂％）
　ＴＯＴＯ ₄ ₃ ₄, ₉₈₉
　黒崎播磨 ₂ ₂ ₅₀₆
非鉄金属（1． 1％）
　リョービ ₄ ₄ ₁, ₄₄₈
金属製品（1． ₈％）
　長府製作所 ₀. ₉ ₀. ₈ ₂, ₃₅₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
機械（₂． ₆％）
　西部電機 ₀. ₄ ₀. ₃ ₂₀₆
　北川鉄工所 ₂ ₂ ₅₀₀
　三菱重工業 ₄ ₄ ₂, ₆₅₃
電気機器（₄． ₆％）
　安川電機 ₃. ₇ ₃ ₅, ₁₇₅
　三井ハイテック ₁. ₁ ₀. ₉ ₇₉₀
輸送用機器（₅． 0％）
　マツダ ₂ ₂ ₄, ₆₂₄
　シマノ ₀. ₁ ₀. ₁ ₁, ₈₅₈
精密機器（0． ₂％）
　ＪＭＳ ₁ ₁ ₂₉₇
その他製品（0． ₂％）
　ウッドワン ₁ ₁ ₂₇₅
電気・ガス業（₂． 1％）
　広島ガス ₁. ₆ ₁. ₅ ₆₂₈
　西部瓦斯 ₁₀ ₈ ₂, ₁₂₀
陸運業（10． 0％）
　西日本鉄道 ₁₀ ₉ ₄, ₉₅₀
　広島電鉄 ₂ ₁ ₄₃₄
　山九 ₈ ₇ ₃, ₆₂₆
　福山通運 ₇ ₆ ₃, ₉₈₄
情報・通信業（0． ₉％）
　ゼンリン ₁ ₀. ₈ ₁, ₁₇₆
卸売業（0． ₈％）
　アルフレッサホールディングス ₀. ₄ ₀. ₃ ₅₁₉
　小野建 ₀. ₅ ₀. ₅ ₅₁₉
小売業（₂₆． ₅％）
　イオン九州 ₀. ₅ ₀. ₄ ₆₇₀
　エディオン ₂. ₉ ₂. ₅ ₂, ₂₇₀
　ハローズ ₀. ₅ ₀. ₄ ₆₀₀
　ナフコ ₀. ₈ ₀. ₇ ₁, ₁₆₂
　マックスバリュ九州 ₀. ₂ ₀. ₂ ₃₆₈
　コスモス薬品 ₀. ₄ ₀. ₃ ₅, ₅₉₅
　総合メディカル ₀. ₂ ₀. ₃ ₁, ₀₃₀
　梅の花 ₀. ₂ ₀. ₂ ₅₁₆
　丸久 ₀. ₇ ₀. ₆ ₆₇₃
　ベスト電器 ₄. ₄ ₃. ₈ ₅₆₆
　ロイヤルホールディングス ₁. ₁ ₀. ₉ ₂, ₀₃₃

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
　MR MAX ₁ ₀. ₉ ₂₅₂
　青山商事 ₁. ₆ ₁. ₃ ₅, ₃₂₃
　はせがわ ₀. ₅ ₀. ₄ ₂₂₃
　イズミ ₁. ₅ ₁. ₂ ₅, ₃₂₈
　マックスバリュ西日本 ₀. ₇ ₀. ₆ ₉₄₃
　プレナス ₁. ₁ ₁ ₂, ₁₇₀
　ファーストリテイリング ₀. ₂ ₀. ₁ ₄, ₇₃₀
銀行業（₄． 3％）
　山口フィナンシャルＧ ₅ ₄ ₅, ₅₈₄
不動産業（0． ₅％）
　シノケングループ ₀. ₂ ₀. ₄ ₆₉₉
サービス業（1． ₈％）
　アイ・ケイ・ケイ ₀. ₄ ₀. ₃ ₄₃₈
　ワールドホールディングス ₀. ₄ ₀. ₄ ₄₄₉
　アスカネット ₀. ₁ ₀. ₄ ₁, ₁₈₀
　ウチヤマホールディングス ₀. ₆ ₀. ₅ ₂₈₀

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₁₆₈. ₉ ₁₄₄. ₆ ₁₂₉, ₉₁₂

銘柄数＜比率＞ ₇₀銘柄 ₇₀銘柄 ＜₈₈. ₆％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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山口・広島・福岡応援ファンド

■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₄ 月 ₆ 日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₁₂₉, ₉₁₂ ₈₆. ₀ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂₁, ₂₂₁ ₁₄. ₀ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₁₅₁, ₁₃₄ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₄ 月 ₆ 日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 1₅3， 111， 0₇₂円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₁₆, ₇₃₃, ₉₃₂  
株 式（評価額） ₁₂₉, ₉₁₂, ₉₀₀  
未 収 入 金 ₃, ₄₇₉, ₈₉₀  
未 収 配 当 金 ₁, ₀₀₇, ₃₅₀  
差 入 委 託 証 拠 金 ₁, ₉₇₇, ₀₀₀  

（Ｂ）負 債 ₆， ₄₈1， ₉03  
未 払 収 益 分 配 金 ₃, ₂₁₃, ₉₃₀  
未 払 信 託 報 酬 ₈₂₇, ₈₃₅  
差 入 委 託 証 拠 金 代 用 有 価 証 券 ₂, ₄₃₆, ₀₀₀  
そ の 他 未 払 費 用 ₄, ₁₃₈  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1₄₆， ₆₂₉， 1₆₉  
元 本 ₁₀₇, ₁₃₁, ₀₁₇  
次 期 繰 越 損 益 金 ₃₉, ₄₉₈, ₁₅₂  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 10₇， 131， 01₇口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 13， ₆₈₇円

＊ 期首における元本額は₁₃₃, ₀₆₅, ₀₂₁円、当期中における追加設定元本額は
₁, ₄₂₂, ₁₂₀円、同解約元本額は₂₇, ₃₅₆, ₁₂₄円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₃, ₆₈₇円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年₁₀月 ₇ 日　至₂₀₁₅年 ₄ 月 ₆ 日現在

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 1， 133， ₅₂₂円

受 取 配 当 金 ₁, ₁₂₄, ₈₈₁
受 取 利 息 ₄, ₅₀₁
そ の 他 収 益 金 ₄, ₁₄₀

（Ｂ）有価証券売買損益 ₂₂， 03₈， ₅₆₂
売 買 益 ₂₈, ₃₃₃, ₉₉₄
売 買 損 △ ₆, ₂₉₅, ₄₃₂

（Ｃ）先物取引等損益 ₂， ₈₄₇， ₅0₈
取 引 益 ₂, ₉₃₈, ₇₇₃
取 引 損 △ ₉₁, ₂₆₅

（Ｄ）信 託 報 酬 等 △ ₈31， ₉₇3
（Ｅ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） ₂₅， 1₈₇， ₆1₉
（Ｆ）前期繰越損益金 1₇， 1₉1， 1₂₂
（Ｇ）追加信託差損益金 333， 3₄1

（配 当 等 相 当 額）（ ₃₃₇, ₂₅₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₃, ₉₁₇）

（Ｈ）合 計（Ｅ＋Ｆ＋Ｇ） ₄₂， ₇1₂， 0₈₂
（Ｉ）収 益 分 配 金 △ 3， ₂13， ₉30

次期繰越損益金（Ｈ＋Ｉ） 3₉， ₄₉₈， 1₅₂
追 加 信 託 差 損 益 金 ₃₃₃, ₃₄₁

（配 当 等 相 当 額）（ ₃₃₇, ₂₅₈）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₃, ₉₁₇）
分 配 準 備 積 立 金 ₃₉, ₁₆₄, ₈₁₁

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当　　　期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁, ₀₉₇, ₂₄₈円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₂₄, ₀₉₀, ₃₇₁
（ｃ）収 益 調 整 金 ₃₃₇, ₂₅₈
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁₇, ₁₉₁, ₁₂₂
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₄₂, ₇₁₅, ₉₉₉
（ｆ）分 配 金 ₃, ₂₁₃, ₉₃₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₃₉, ₅₀₂, ₀₆₉
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₁₀₇, ₁₃₁, ₀₁₇口
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【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 300円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は ₄ 月 ₆ 日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₃, ₆₈₇円）に基づいて自動的に再投資い
たしました。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　₂01₄年1₂月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の ₂ 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。

●書面決議手続きの改正について
　重大な約款変更や繰上償還の際に行なう書面決議について、₂01₄年1₂月 1 日施行の法改正により以下の点が変更されたことに
伴い、信託約款の該当箇所の変更を行ないました。
・ 書面決議の可決要件が、「受益者の半数以上の賛成かつ受益者の保有する議決権の 3 分の ₂ 以上の賛成を得ること」から「受益

者の保有する議決権の 3 分の ₂ 以上の賛成を得ること」に変更されました。
・ 投資信託の併合を行なう際、すべての場合で書面決議が必要とされてきましたが、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽

微なものであるときは、当該併合に関する書面決議が不要となりました。
・ 書面決議に反対した受益者による受益権買取請求の規定について、一部解約請求に応じる投資信託（当ファンドは該当します。）

には適用されなくなりました。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。
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